日文翻訳完成版：

朝陽電装株式会社の会社規定
第　一　章  　総　則  
第　一　条  　当社は、会社法の株式会社の規定に基づいて、組織を結成してから、朝陽電装株式会社と名付けした。
第　二　条 　 当社は、取り扱っている事業が、左の通りである：
１自動車、バイク、船舶の各種類の部品の製造及び販売業務を取り扱うこと。
２自動車、バイク、船舶のスイッチと鍵の製造及び販売業務を取り扱うこと。
３国外にある親会社或いはその関連企業の商品を輸入し販売すること。
４国内で原材料、部品、半製品及び製品を仕入れることと、国内外の販売業務を取り扱うこと。そのほかの電気機械及び電子機械器材製造業のバイク及びその部品の製造業を営むこと。
第　三　条    当社は台湾省新竹県に本社を設立し、必要な時に取締役会（以下を役会という。）の決議を経て、国内外に支店機構を設けるができること。
第　四　条    当社の公告の方法として、会社法第二十八条の規定に基づいて、本社の所在地での新聞誌の目立つところに掲載をすること。
第　二　章  　株　　　　式
第　五　条    当社が規定した資本額の総額は新台湾ドル五千万元であり、五百万株に分けられていることである。各株の額面価格は新台湾ドル十元で発行とすること。
第　六　条    当社の株券は記名式で、通し番号及び取締役三人以上の署名と押印が必要であり、また主管する機関あるいはその株券の査定と発行を審査する登録機関からの許可を得た後に発行とすること。
第　七　条    当社の株券は、譲渡人と譲受人が申込書に署名と押印をした後、会社に株券所有者の名義変更の手続きを申し込むこと；名義変更の手続きが完成される前に、株券の所有権は元の株主の所有とすること。
第　八　条    株主は株券を紛失した場合、正式に会社に通知すべきことである。なお、現地の新聞誌に三日間連続で、紛失した公告を掲載して、三日目の公告から一ヶ月以内に誰も異議を出す人がいなければ、会社から新しい株券を再発行することとする。
第　九　条    毎期の株主例会が会議をする前から30日以内、　株主が臨時会議をする前から15日以内、あるいは会社が配当金と賞与金、または、そのほかの利益の基準を割り当てることを決定する前の五日以内に、株券の名義変更を停止することとする。
第　三　章　　　株　主　総　会
第　十　条   当社の株主総会は左の2種類がある： 
一、株主総会は、毎年の会計年度が決算した後から6ヶ月以内に、取締役会で招集すること。
二、株主臨時会時は、取締役会は、必要と判断された時に招集すること。 
第　十一　条   株主総会は、 代表取締役が招集する場合、当社の代表取締役が株主総会の主席を担当すべきであること；代表取締役が休暇中、あるいは、ある理由で職権を行使することができない場合、会社法の第二○八条の規定に基づいて、対応することである。
第　十二　条    株主総会の招集時は二十日前に、株主臨時会の招集は十日前に、招集があるときは、会議の日時、場所及び召集する事由などを株主に通知をすること。
第　十三　条    株主がある理由で株主総会に出席できない場合、当社が発行している委任書を用いて、株主としての権限を委任する範囲を明記した上で、代理人を委任し、株主総会に出席させることができる。
第　十四　条    株主の採決権は、各株に付き、一採決権とするが、当社は会社法の規定に従い、当社が持つ自分の株は、採決権がないことである。
第　十五　条    株主総会の決議は、会社法の別途の規定がある場合を除いて、すでに発行された株の総数の過半数を超えた株主のご出席、なお出席した採決権がある株主の過半数の同意を得た上で、決議とすることである。
第　四　章　　　取締役、監査役及びマネージャー
第　十六　条   当社はは取締役が4名、監査役が一名を設けることとする。任期は三年であり、株主総会を通じて、行為能力がある人を選任し、続けて当選すれば再任することが出来る。
第　十七　条    取締役会は取締役から構成することで、その職権は左の通りである：
一、営業の計画書を作成すること。
二、利益を割り当てること、あるいは損失を補填する議案を提出すること。
三、資本額増減の議案を提出すること。
四、重要な規則と契約書を審議すること。
五、会社の社長及びマネージャーの選任及び解任をすること。
六、支店機関の設置及び撤収をすること。
七、予算と決算を審査すること。
八、その他、会社法或いは株主総会の決議によって得られた職権を行使すること。
第　十八　条    取締役会は取締役の出席が三分の二以上とし、また出席した取締役の過半数が同意した下で、代表取締役一人を選び出させて、代表取締役とすること。代表取締役は、当社の代表とすること。
第　十九　条    取締役会は会社法のその他の規定を除いて、代表取締役からの招集で開催すること。取締役会の決議は、会社法のその他の規定を除いて、取締役の出席が過半数、なお出席した取締役の過半数が同意した下で決議を行うこと。

第　二十　条   代表取締役は取締役会の主席であること。代表取締役がある理由で職権を行使することができない場合、会社法の第二○八条規定に基づいて、行うべきである。代表取締役は自ら取締役会に出席し、代表取締役はある理由で出席できない場合は、その他の取締役に代理を委任し、前項の代理人は一人からの委任に限ることとする。
第 二十一 条    監査役の職権は左のとおりである：
一、会社の業務及び財務状況を詳しく査定すること。
二、会社の会計帳簿及び書類ファイルを詳しく査定すること。
三、会社の業務の執行を監督すること。
四、そのほかに会社法に基づいて得られた職権を行使すること。
監査役は法に基づいて、職務を執行することが出来るほかに、取締役会に出席をし、意見を述べることができるが、採決への参加はできないこととする。
第 二十二 条    当社の取締役及び監査役の報酬は株主総会で決定することとする、営業の利益や損益に関係なく支給することとする。
第 二十三 条    当社では総経理を一人、マネージャー数名を設けており、総経理の委任及び解任は取締役会が過半数で同意した上で決定すること。マネージャーの委任と解任は、総経理から、取締役会に報告した後に、取締役の過半数が同意した下で執行することとする。
第 二十四 条    総経理は取締役会の決議に従って、会社の業務を運営すべきであること。
第　五　章　　　　会　　　　　　　計
第 二十五 条    当社の会計年度は、毎年の一月一日から同年の十二月三十一日とし、毎年の会計年度が終了時に決算を行うこと。
第 二十六 条    当社は会社法第二二八条の規定により、毎年の会計年度が終了した時に、取締役会は、以下の各種の帳簿を作成し、株主総会の会議をする三十日前に監査役からの査定に提出すること。監査役は報告書を纏めて、株主総会の承認に提出すること：
ㄧ、営業の報告書。
二、財務書類の諸報告書。
三、利益の割り当て、あるいは損失を補填する議案を提出すること。
第 二十七 条    配当金と賞与金の割り当てについて、各株主の株券の比率を基準とすること。配当金は年利を1パーセント以内と定め、会社の利益が無い場合、配当金と賞与金を割り当てることは、しないこととする。
第 二十八 条    当社の年度決算の利益がある場合、もし前年度に損失があれば、優先的に損失を補填するほかに税金を完納した後に会社法に基づいて、10パーセントの利益拠出金及び割り当て配当金とすることが出来る。もし、また余りがあれば、4パーセントの取締役と監査役の報酬及び1パーセントの従業員の賞与金を拠出することが出来る。なお、必要な時に特別の利益拠出金、あるいは、ある程度の利益を保留することが出来る。その残された利益は株主の賞与金として、割り当てることができる。この場合は各株主が所有する株の比率に基づいて、株主総会は、分け与えることとする。
第 二十九 条    株主の株の利益の割り当ては、配当金及び賞与金を決定する基準日の五日前に株主名簿に掲載された株主に限ることとする。
第　六　章   　　附　　　　　　則
第　三十　条    当社の組織規程及び執行する細かい規則は別途に定めることとする。
第 三十一 条    当規程は、もし完備されていない場合があれば、すべて会社法の規程に基基づいて、取り扱いをすることとする。
第 三十二 条    当規程は発起人会議で全体の発起人が同意した下で、中華民国七十六年十一月十八日に定めたことである。主管する機関に提出し、登録と許可を得た日から施行することとする。
中華民国七十七年七月十五日に第一回修正。
中華民国七十八年七月十日に第二回修正。
中華民国七十九年六月七日に第三回修正。
中華民国九十一年十一月一日に第四回修正。
中華民国九十九年四月二十六日に第五回修正。
朝　陽　電　装　株　式　会　社　
代表取締役 ： 陳　火　木 
【中文原稿版：】
朝  陽  電  裝  股  份  有  限  公  司  章  程

第一章  總      則
第  一  條  　本公司依照公司法股份有限公司之規定組織之，定名為朝陽電裝股份有限公司。

第  二  條 　 本公司所營事業如左：

１汽車、機車、船舶用各種零組件之製造及銷售業務。

２汽車、機車、船舶用開關及鑰匙之製造及銷售業務。

３進口銷售其國外母公司或其關係企業之產品。

４在國內採購有關原材料、零組件、半成品及成品之內外銷業務。其他電機及電子機械器材製造業機車及其零件製造業。

第  三  條    本公司設總公司於台灣省新竹縣，必要時經董事會之決議得在國內外設立分支機構。

第  四  條    本公司之公告方法，依照公司法第二十八條規定，以登載於總公司所在地通行日報之顯著部份行之。

第二章  股      份

第  五  條    本公司額定資本總額為新台幣伍仟萬元，分為伍佰萬股，每股新台幣壹拾元，金額發行。

第  六  條    本公司股票為記名式，並應編號及由董事三人以上簽名蓋章，再經主管機關或其核定之發行登記機構簽證後發行之。

第  七  條    股份轉讓應由轉讓人與受讓人填具申請書並署名蓋章後向本公司申請過戶；在轉讓手續完成之前，股份視為原股東所有。

第  八  條    股東遺失股票時，應正式向本公司通知，並於本公司所在地通行日報連續公告三天，於第三天公告後一個月內若無人提出異

議，由本公司補發新股票。

第  九  條    每屆股東常會開會前三十日內，股東臨時會開會前十五日內，或本公司決定分派股息及紅利或其他利益之基準日前五日內，

停止股票過戶。

第三章 股   東   會

第  十  條    本公司股東會分左列兩種：

一、股東常會，於每會計年度終結後六個月內，由董事會召集之。
二、股東臨時會，經董事會認為必要時召集之。 

第 十一 條    股東會議由董事長召集者，應由本公司董事長擔任主席；董事長請假、或因故不能行使職權時，應依公司法第二百零八條規定辦理。

第 十二 條    股東常會之召集，應於二十日前，股東臨時會之召集，應於十日前，將開會之日期、地點及召集事由通知各股東。

第 十三 條    股東因故不能出席股東會時，得出具公司印發之委託書，載明授權範圍，委託代理人，出席股東會。

第 十四 條    股東之表決權，定為每股一表決權，但本公司依公司法規定自己持有之股份，無表決權。

第 十五 條    股東會之決議，除公司法另有規定外，應有代表已發行股份總數過半數股東之出席，以出席股東表決權過半數之同意行之。

第四章  董事、監察人及經理人

第 十六 條    本公司設董事四人，監察人一人，任期三年，由股東會就有行為能力之人選任之，連選得連任。

第 十七 條    董事會由董事組織之，其職權如左：

一、造具營業計劃書。

二、提出盈餘分派或虧損彌補之議案。

三、提出資本增減之議案。

四、審定重要準則及契約。

五、選任及解任本公司之總經理及經理。

六、分支機構之設置及裁撤。

七、審核預算及決算。

八、其他依公司法或股東會決議賦與之職權。
第 十八 條    董事會應由三分之二以上董事之出席，及出席董事過半數之同意互選一人為董事長，董事長對外代表公司。

第 十九 條    董事會除公司法另有規定外，由董事長召集之。董事會之決議，除公司法另有規定外，應有過半數董事之出席，以出

席董事過半數之同意行之。

第 二十 條    董事長為董事會主席，董事長請假或因故不能行使職權時，應依公司法第二百零八條規定辦理。董事長應親自出席董

事會，董事因故不能出席者，得委託其他董事代理之，前項代理人以受一人之委託為限。

第二十一條    監察人之職權如左：

一、查核公司業務及財務狀況。

二、查核公司帳目表冊及文件。

三、監督公司業務之執行。

四、其他依公司法賦與之職權。

監察人，除依法執行職務外，得列席董事會陳述意見，但不得參加表決。

第二十二條    本公司董事及監察人之報酬由股東會議定之，不論營業盈虧應支給之。

第二十三條    本公司設總經理一人，經理若干人，總經理之委任及解任須有董事過半數同意行之。經理之委任、解任，由總經理提請後，經董事過半數同意辦理。

第二十四條    總經理應依照董事會決議，主持公司業務。

第五章  會   計

第二十五條    本公司會計年度自每年一月一日至同年十二月三十一日止，每會計年度終了辦理決算。

第二十六條    本公司應根據公司法第二二八條之規定，於每會計年度終了，董事會應造具下列各項表冊，於股東常會開會三十日前交監察人查核，並由監察人出具報告書提交股東常會請求承認之：
ㄧ、營業報告書。

二、財務報表。

三、盈餘分派或虧損彌補之議案。

第二十七條    股息及紅利之分派，以各股東持有股份之比例為準。股息訂為年息壹分以內，公司無盈餘時，不得分派股息及紅利。

第二十八條    本公司年度結算如有盈餘，而以往年度如有虧損，除儘先彌補外，應於完納稅捐後先提百分之十法定盈餘公積及分派股息，如尚有餘，除提撥百分之四董事監察人酬勞及百分之一員工紅利，並於必要時得酌提特別盈餘公積或酌予保留盈餘外，其餘為股東紅利，按各股東持有股份之比例分派之。

第二十九條    股東股利之分派，以決定分派股息及紅利之基準日前五日記載於股東名簿之股東為限。

第六章   附    則

第 三十 條    本公司組織規程及辦事細則另訂之。

第三十一條    本章程如有未盡事宜，悉依公司法規定辦理之。

第三十二條    本章程由發起人會議經全體發起人同意於民國七十六年十一月十八日訂立，自呈奉主管機關核准登記之日施行。

第一次修正於民國七十七年七月十五日。

第二次修正於民國七十八年七月十日。

第三次修正於民國七十九年六月七日。

第四次修正於民國九十一年十一月一日
第五次修正於民國九十九年四月二十六日

朝 陽 電 裝 股 份 有 限 公 司

董 事 長 ： 陳 火 木







